
教 育 委 員 会 会 議 

日時 平成２９年１２月２６日（火）

午後１時３０分

場所  教育委員会室 

＜ 次  第 ＞ 

１ 開  会 

２ 教育長の報告 

報告第１４号 学力向上ポートフォリオについて 

３ 議 事 

議案第１３３号 さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改

正する規則について 

議案第１３４号 教職員の失業者の退職手当支給規則の一部を改正する規則について 

議案第１３５号 平成３０年度全国学力・学習状況調査について 

４ 閉  会 



報告第１４号 

教育長の報告について

 さいたま市教育委員会教育長に対する事務委任規則（平成１３年さいたま市教育委員会規則第７

号）第５条第１項の規定により、下記について別紙のとおりこれを報告する。

  平成２９年１２月２６日提出

                              さいたま市教育委員会

                               教育長 細田 眞由美

記

学力向上ポートフォリオについて
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学力向上ポートフォリオを作成します！

全国学力・学習状況調査
分析・活用シート（各学校毎）

学びの向上
アクションマップ

学びの向上シート
（児童生徒個人票）

継続性をもって、

「真の学力」

を育成したい！

児童生徒

保護者

振り返り
目標設定

認め、励まし
アドバイス等

「真の学力」
の育成

市

市

市

国

国

国

独自の向上策

独自の向上策

独自の向上策

成果・課題

成果・課題

成果・課題

４月

前年度のポートフォ
リオを参考に、新年
度の取組を記入

７，８月

全国調査の結果を
基に検証・修正

３月

市調査の結果を基
に、成果と課題、
次年度方針を記入

年間サイクル

学校や子どもたちの成長
を支えるシステムづくり

Ｇｒｏｗｔｈ

認知能力
＋

非認知能力
（Ｇｒｉｔ）
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議案第１３３号

   さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則につ

いて

 さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則を、別紙

のとおり制定する。

平成２９年１２月２６日提出

さいたま市教育委員会

教育長 細田 眞由美
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別紙 

さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

第１条 さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（平成２９年さいた

ま市教育委員会規則第２７号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（特定管理教育職員としない教職員） （特定管理教育職員としない教職員） 

第６条 条例第２５条において読み替えて準用する

職員給与条例第２７条第２項の教育委員会規則で

定める教職員は、さいたま市教育職員の管理職手

当に関する規則（平成２９年さいたま市教育委員

会規則第１８号）別表に規定する職の教育職員（

教育職給料表 の適用を受ける教頭の職にある教

育職員（特別支援学校の教育職員を除く。）、休

職にされている教育職員のうち条例第２９条第１

項に該当する教育職員以外の教育職員、公益的法

人等派遣職員及び外国派遣職員を除く。）以外の

教職員とする。 

第６条 条例第２５条において読み替えて準用する

職員給与条例第２７条第２項の教育委員会規則で

定める教職員は、さいたま市教育職員の管理職手

当に関する規則（平成２９年さいたま市教育委員

会規則第１８号）別表に規定する職の教育職員（

教育職給料表 の適用を受ける教頭の職にある教

育職員、休職にされている教育職員のうち条例第

２９条第１項に該当する教育職員以外の教育職員、

公益的法人等派遣職員及び外国派遣職員を除く。

）以外の教職員とする。 

（勤勉手当の成績率） （勤勉手当の成績率） 

第２４条 成績率は、次の各号に掲げる教職員の区

分に応じ、当該各号に定める割合の範囲内で、委

員会が定めるものとする。 

第２４条 成績率は、次の各号に掲げる教職員の区

分に応じ、当該各号に定める割合の範囲内で、委

員会が定めるものとする。 

 高等学校以外の学校の教職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の１

００（条例第２５条において読み替えて準用

する職員給与条例第２７条第２項に規定する

特定管理教育職員（以下この号及び次号にお

いて「特定管理教育職員」という。）にあっ

ては、１００分の１２０） 

イ 再任用教職員 １００分の４５（特定管理

教育職員にあっては、１００分の５５） 

 高等学校以外の学校の教職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の９

０（条例第２５条において読み替えて準用す

る職員給与条例第２７条第２項に規定する特

定管理教育職員（以下この号及び次号におい

て「特定管理教育職員」という。）にあって

は、１００分の１１０） 

イ 再任用教職員 １００分の４０（特定管理

教育職員にあっては、１００分の５０） 

 高等学校の教職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の９

５（特定管理教育職員にあっては、１００分

の１２５） 

イ 再任用教職員 １００分の４５（特定管理

 高等学校の教職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の１

７０（特定管理教育職員にあっては、１００

分の２１０） 

イ 再任用教職員 １００分の８０（特定管理
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教育職員にあっては、１００分の５５） 教育職員にあっては、１００分の１００） 

第２条 さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を次のように

改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（勤勉手当の成績率） （勤勉手当の成績率） 

第２４条 成績率は、次の各号に掲げる教職員の区

分に応じ、当該各号に定める割合の範囲内で、委

員会が定めるものとする。 

第２４条 成績率は、次の各号に掲げる教職員の区

分に応じ、当該各号に定める割合の範囲内で、委

員会が定めるものとする。 

 高等学校以外の学校の教職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の９

５（条例第２５条において読み替えて準用す

る職員給与条例第２７条第２項に規定する特

定管理教育職員（以下この号及び次号におい

て「特定管理教育職員」という。）にあって

は、１００分の１１５） 

イ 再任用教職員 １００分の４２．５（特定

管理教育職員にあっては、１００分の５２．

５） 

 高等学校以外の学校の教職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の１

００（条例第２５条において読み替えて準用

する職員給与条例第２７条第２項に規定する

特定管理教育職員（以下この号及び次号にお

いて「特定管理教育職員」という。）にあっ

ては、１００分の１２０） 

イ 再任用教職員 １００分の４５（特定管理

教育職員にあっては、１００分の５５） 

 高等学校の教職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の９

０（特定管理教育職員にあっては、１００分

の１２０） 

イ 再任用教職員 １００分の４２．５（特定

管理教育職員にあっては、１００分の５２．

５） 

 高等学校の教職員 

ア 再任用教職員以外の教職員 １００分の９

５（特定管理教育職員にあっては、１００分

の１２５） 

イ 再任用教職員 １００分の４５（特定管理

教育職員にあっては、１００分の５５） 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成３０年４月

１日から施行する。 

 （適用） 

２ 第１条の規定による改正後のさいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する
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規則第６条の規定は平成２９年６月１日から、同規則第２４条の規定は同年１２月

１日から適用する。 
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7

参考資料



提案理由

さいたま市人事委員会勧告を受け、さいたま市教職員の期末手当及び勤

勉手当に関する規則第２４条に規定する教職員の勤勉手当の成績率を変更

するものです。

なお、平成２９年１２月期の勤勉手当の成績率にあっては、施行期日は

公布の日、適用期日は平成２９年１２月１日、平成３０年６月期以降の勤

勉手当の成績率にあっては、施行期日は平成３０年４月１日です。
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議案第１３４号

   教職員の失業者の退職手当支給規則の一部を改正する規則について

 教職員の失業者の退職手当支給規則の一部を改正する規則を、別紙のとおり制定する。

平成２９年１２月２６日提出

さいたま市教育委員会

教育長 細田 眞由美
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別紙 

  教職員の失業者の退職手当支給規則の一部を改正する規則 

教職員の失業者の退職手当支給規則（平成２９年さいたま市教育委員会規則第３１

号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

様式第２２号（第２２条関係） 様式第２２号（第２２条関係）

移転費に相当する退職手当支給申請書 移転費に相当する退職手当支給申請書

 ［略］

受講する公共職

業訓練等の施設

 ［略］

特定地方公共団

体又は職業紹介

事業者の紹介に

よる就職の場合、

その所在地及び

名称

所在地

名称

受講指示年月日 ［略］

［略］

  （注意事項）

 １ ［略］

 ２ 公共職業安定所の紹介による就職をするため

に移転する場合には、「特定地方公共団体又は

  職業紹介事業者の紹介による就職の場合、その

  所在地及び名称」欄には記載しないこと。

 ３ 公共職業訓練等を受講するために移転する場

合には、「就職先の事業所」欄、「就職決定年

月日」欄及び「特定地方公共団体又は職業紹介

事業者の紹介による就職の場合、その所在地及

び名称」欄には記載しないこと。

 ４ ［略］

 ［略］

受講する公共職

業訓練等の施設

 ［略］

受講指示年月日 ［略］

［略］

  （注意事項）

 １ ［略］

 ２ 公共職業訓練等を受講するために移転する場

合には、「就職先の事業所」欄及び「就職決定

年月日」欄には記載しないこと。

 ３ ［略］

附 則 

（施行期日） 
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１ この規則は、平成３０年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現に提出されているこの規則による改正前の教職員の失業者

の退職手当支給規則の様式による書類は、この規則による改正後の教職員の失業者

の退職手当支給規則の様式によるものとみなす。 
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様式第２２号（第２２条関係） 

移転費に相当する退職手当支給申請書 

申
請
者

氏名  受給資格証番号  

移転前の住所又は居所  

移転後の住所又は居所  

就職先の事業所 

所在地  

名称  

就職決定年月日 年  月  日 ※雇用期間  

受講する公共職業訓

練等の施設 

所在地  

名称  

受講指示年月日 年  月  日 受講開始年月日 年  月  日 受講終了予定年月日 年  月  日 

移転開始予定年月日 年  月  日 乗車（船）の場所  下車（船）の場所  

移転する者の氏名 生年月日 
続
柄 

※鉄道賃 
※船賃 ※航空賃 ※車賃 ※計 

距離 運賃 急行料金 計 

本 人   km 円 円 円 円 円 円 円 

家
族

※合計  円 円 円 円 円 円 円 

※鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃の合計(A) 円 

※移転料(B) 円 ※着後手当(C) 円 ※(A)＋(B)＋(C) 円 

※就職先の事業主から支給される就職支度費の額 円 

※差引支給額 円 

 教職員の失業者の退職手当支給規則第２２条第１項の規定により上記のとおり移転費に相当する退職手当の支給を申

請します。 

年  月  日 

     （宛先）さいたま市教育委員会 

申請者氏名                 

（注意事項） 

１ 就職するために移転する場合には、「受講する公共職業訓練等の施設」欄、「受講指示年月日」欄、「受講開始年月日

欄」及び「受講終了予定年月日」欄には記載しないこと。 

２ 公共職業訓練等を受講するために移転する場合には、「就職先の事業所」欄及び「就職決定年月日」欄には記載しな

いこと。 

３ ※印欄には記載しないこと。 
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様式第２２号（第２２条関係） 

移転費に相当する退職手当支給申請書 

申
請
者

氏名  受給資格証番号  

移転前の住所又は居所  

移転後の住所又は居所  

就職先の事業所 

所在地  

名称  

就職決定年月日 年  月  日※雇用期間  

受講する公共職業訓練

等の施設 

所在地  

名称  

特定地方公共団体又は

職業紹介事業者の紹介

による就職の場合、その

所在地及び名称 

所在地 

名称 

受講指示年月日 年  月  日受講開始年月日 年  月  日受講終了予定年月日 年  月  日

移転開始予定年月日 年  月  日乗車（船）の場所 下車（船）の場所 

移転する者の氏名 生年月日 続柄
※鉄道賃 

※船賃 ※航空賃 ※車賃 ※計 
距離 運賃 急行料金 計 

本 人   km 円 円 円 円 円 円 円

※合計  円 円 円 円 円 円 円

※鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃の合計(A) 円

※移転料(B) 円 ※着後手当(C) 円 ※(A)＋(B)＋(C) 円

※就職先の事業主から支給される就職支度費の額 円

※差引支給額 円

 教職員の失業者の退職手当支給規則第２２条第１項の規定により上記のとおり移転費に相当する退職手当の支給を申請

します。 

年  月  日 

     （宛先）さいたま市教育委員会 

申請者氏名                 

（注意事項） 

１ 就職するために移転する場合には、「受講する公共職業訓練等の施設」欄、「受講指示年月日」欄、「受講開始年月日

欄」及び「受講終了予定年月日」欄には記載しないこと。 

２ 公共職業安定所の紹介による就職をするために移転する場合には、「特定地方公共団体又は職業紹介事業者の紹介に

よる就職の場合、その所在地及び名称」欄には記載しないこと。 

３ 公共職業訓練等を受講するために移転する場合には、「就職先の事業所」欄、「就職決定年月日」欄及び「特定地方公

共団体又は職業紹介事業者の紹介による就職の場合、その所在地及び名称」欄には記載しないこと。 

４ ※印欄には記載しないこと。 
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改正箇所（この欄を追加）

改正後

改正箇所（追加）



提案理由

 さいたま市教職員退職手当条例の改正により、失業者の退職手当にかか

る移転費の支給対象が拡大したため、教職員の失業者の退職手当支給規則

の様式の整備を図るものです。

なお、施行期日は平成３０年１月１日からです。
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議案第１３５号

平成３０年度全国学力・学習状況調査について

 平成３０年度全国学力・学習状況調査について、別紙のとおり対応する。

  平成２９年１２月２６日提出

                              さいたま市教育委員会

                               教育長 細田 眞由美





提案理由

 文部科学省が実施する「平成３０年度全国学力・学習状況調査」への、さい

たま市の対応について、決定するものです。


